
様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20230 0 0 5 2 2

件 名 等 浦尻貝塚史跡公園ガイダンス施設建設工事監理業務委託

契 履行場所 南相馬市小高区浦尻字南台地内外

種 類 業務委託
約

監理業務

ガイダンス施設
内

　ＲＣ造　一部木造　平屋建て

　延床面積174.19㎡
概 要

トイレ棟容
　ＲＣ造　平屋建て

　延床面積31.68㎡

建物周囲外構工事

ランドブレイン株式会社　郡山事務所
名 称

相

手 代 表 者 事務所長　黒川　朋広

方 福島県　郡山市　長者一丁目７番２０号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、浦尻貝塚史跡公園ガイダンス施設建設工事の工事監理業務である。当該業者は、当該工事にかかる

設計業務を行っており、対象施設の設計内容を熟知している。

　このため、より的確な監理業務を行うことが出来るのは当該業者のみであることから随意契約とするものであ
随

る。

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　教育委員会教育委員会事務局文化財課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20230 0 0 5 9 0

件 名 等 横川ダム機械設備保守点検業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区馬場字滝　地内

種 類 業務委託
約

機械設備保守点検業務

・取水ゲート　　　　　　１２門
内

・洪水吐ゲート　　　　　２門

・ホロージェットバルブ　２基
概 要

・導水路ゲート　　　　　２門容
・分水ゲート　　　　　　２門

・除塵機　　　　　　　　２基

株式会社ＩＨＩインフラ建設　東北支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　石黒　忠史

方 宮城県　仙台市　青葉区本町一丁目１番１号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は横川ダムの機械設備保守点検業務である。点検業務には当該業者が開発した既存装置との互換性およ

び特殊器具を必要とするため他社での履行は不可能なことから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

により随意契約としたい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　農林水産部農林整備課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20230 0 0 5 9 1

件 名 等 高の倉ダム機械設備保守点検業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区高倉字細倉　地内

種 類 業務委託
約

機械設備保守点検

・取水ゲート　　　　　　６門
内

・洪水吐ゲート　　　　　２門

・ホロージェットバルブ　１基
概 要

・開閉装置　　　　　　　１基容
・非常用バルブ　　　　　１基

・河川放流ゲート　　　　１門

・分水口ゲート　　　　　２門

株式会社丸島アクアシステム　東北支店
名 称

相

手 代 表 者 支店長　藤田　裕明

方 宮城県　仙台市　宮城野区榴岡三丁目７番３５号（損保ジャパン仙台ビル）
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、高の倉ダムの機械設備保守点検業務である。点検業務には当該業者が開発設置した既存装置との互

換性及び特殊器具を必要とするため他社での履行はできないことから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項

第２号により随意契約としたい。
随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　農林水産部農林整備課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20230 0 0 6 3 4

件 名 等 国見町団地２号棟外壁等改修設計業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区国見町三丁目地内

種 類 業務委託
約

　設計業務

　外壁等改修設計業務委託
内

　国見町団地２号棟　RC造４階建て　３２戸

　設計範囲
概 要

　外壁改修、屋上防水改修、給水設備改修容

一般財団法人ふくしま市町村支援機構
名 称

相

手 代 表 者 理事長　遠藤　雄幸

方 福島県　福島市　中町７番１７号
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　当該業務は、市営住宅の給水設備等改修に係る設計業務委託であり、既存の施設・構造に精通している必要が

あるため、本施設の設計者である当該業者と随意契約するもの。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　建設部建築住宅課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030



様式第１号（第７条関係）

随意契約理由書
（契約番号） 20230 0 0 7 1 3

件 名 等 南相馬市水道事業管路劣化診断業務委託

契 履行場所 南相馬市原町区及び小高区地内

種 類 業務委託
約

管路劣化診断業務　L=500ｋｍ

　業務計画策定　1式
内

　既存資料調査および整理　1式

　管路劣化診断　1式
概 要

　報告書作成等　1式容
　協議・打合せ　1式

Ｆｒａｃｔａ　Ｊａｐａｎ株式会社
名 称

相

手 代 表 者 代表取締役　岡田　英樹

方 東京都　渋谷区　渋谷２－１０－２　渋谷２丁目ビル３Ｆ
所 在 地

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

■ ２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの

□ ３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福祉団体からの役務の提供を
根 受ける契約

拠 □ ４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ

□ ５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき規

□ ６号 競争入札に付することが不利と認められるとき
定

□ ７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき

□ ８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき

□ ９号 落札者が契約を締結しないとき

【具体的に記入すること】

　本業務は、AIやビッグデータを活用し、地中に埋設された水道管路の老朽化を予測・診断する業務である。開

発した独自の技術を使用して業務を履行できるのは当該業者のみのため随意契約としたい。

随

意

契

約

理

由

の

説

明

工事等担当課名 〔　建設部水道課　〕

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとしたものであるため、
　当該理由書の作成を要しないものとする。

IP20P030


